
平成２７年４月以降、障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス及び児童福祉法に基づ

く障害児通所支援を利用する場合には、サービス等利用計画・障害児支援利用計画（以下「サ

ービス等利用計画等」といいます。）を必ず作成することになります。 

 このため、川崎市内においても指定特定相談支援事業所・指定障害児相談支援事業所（以

下「指定特定相談支援事業所等」といいます。）の拡大が喫緊の課題となっております。 

ぜひ、こちらのご案内をご確認いただき、指定特定相談支援事業所等の開設についてご検

討いただけますようお願い申し上げます。 

（※なお、障害児相談支援事業については特定相談支援事業の取り扱いを準用しております。） 

特 定相談支援事業

①基本相談支援 ②計画相談支援 

 地域の障害者等の福祉に関する

様々な問題について、障害者、障害

児の保護者、介護者からの相談に応

じ、必要な情報の提供及び指定障害

福祉サービス事業者等との連絡調

整等を行います。 

（※委託相談支援とは異なります。

川崎市の委託相談支援は、障害者相

談支援センターとして実施してい

ます。）

(1)サービス利用支援 

（※計画作成）16１１単位 

〇支給決定や支給決定の変更前にサ

ービス等利用計画案を作成しま

す。 

〇支給決定や支給決定の変更後に、

指定障害福祉サービス事業者等と

の連絡調整を行い、サービス等利

用計画を作成します。 

(2)継続サービス利用支援 

（※モニタリング）13１０単位 

〇一定期間ごとに、障害福祉サービ

ス等の利用状況の検証を行い、サ

ービス等利用計画の見直しを行い

ます。 

〇指定障害福祉サービス事業者等と

の連絡調整を行い、必要に応じて

利用者に支給決定や変更に係る申

請を勧奨します。 

特定相談支援事業=①基本相談支援+②計画相談支援 

指定障害福祉サービス事業者等の皆様へ 

平成２７年１０月 

モニタリングの実施頻度は、 

区役所・支所が決定します。 

（１ヶ月～１年ごとと対象者に

よって幅がありますが、多く想

定されるのは６か月ごとです。）
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(1)サービス利用支援 (2)継続サービス利用支援 

【支給決定の流れ】

【指定手続き関係】 

【お問い合わせ先】 

〇相談支援の運用に関すること 

川崎市健康福祉局障害計画課地域支援・療育係 TEL：０４４－２００－３７９６ 

〇相談支援事業所の指定に関すること 

川崎市健康福祉局障害計画課指定・指導担当  TEL：０４４－２００－２９２７

人員基準 

次の職員を配置していただきます。 

・管理者（管理業務に支障がない場合には併設の他事業所や当該指定相談支援事業

所の相談支援専門員と兼務可能です。） 

・専従の相談支援専門員（業務に支障がない場合は併設の他事業所の職務と兼務可

能です。ただし、兼務先事業所の利用者の変更に係る計画作成やモニタリングは

当該事業所と兼務しない別の相談支援専門員が行うことが基本となりますのでご

留意ください。詳しくはお問い合わせください。） 

相談支援

専門員 

指定の 

手続き 

次の２つの要件を満たす必要があります。 

①一定の実務経験（実務経験の区分等に応じて3年～10年） 

②相談支援従事者研修の修了（初任者研修修了後、一定期間ごとに現任研修を修了

することが必要） 

毎月１５日までに申請を受け付け、翌月１日付の指定となります。申請時には、直

接担当課へお越しいただき、書類確認をさせていただきます。必要書類はインター

ネットサイト「障害福祉情報サービスかながわ」の「川崎市からのお知らせ」に掲

載しておりますので、ご使用ください。 

※その他、随時「基本相談支援」を実施していただきます。



１ 平成２７年９月までの計画相談実績 

＊厚生労働省の定期的な調査から、進捗状況（実績数）を報告したもの。

２ 平成２７年９月までの指定特定相談支援事業所数 

川崎 幸 中原 高津 宮前 多摩 麻生 合計

１０ ７ ８ １２ １０ １１ １１ ６９

３ 現状の課題 

今後、計画相談を必要とする受給者への対応 

（１）当面、計画相談を必要とする受給者 

・障害者ａ－ｂ ＝ 2,839 人      

・障害児ｃ－ｄ ＝   356 人  合計 3,195 人 

   （２）計画相談を必要とする受給者への当面の対応 

指定特定相談支援事業所において、サービス等利用計画が作成できる目途

が立たない場合の暫定的な措置として、区役所で代替プラン（経過的セルフプ

ラン）を作成する。 

   （３）代替プランの性質 

代替プランは暫定的な措置のため、いずれか指定特定相談支援事業者に引

き継ぐものである。 

   （４）指定特定相談支援事業者の体制の整備 

代替プランの引継及び新規受給者の計画作成の担い手として、事業所数の

拡大を進める必要がある。 

   ※参考 １事業所あたりの計画作成数実績 ４７件（平成２７年９月末までの実績） 

⇒ 指定特定相談支援事業所の開設について、 

ぜひ、ご検討をお願いいたします。

障害者総合支援法分（障害者） 児童福祉法分（障害児） 

障害福祉 

サービス

等 

受給者数 
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計画作
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人数 

b  

達成率 

b/a (%) 

障害児 

通所支援

受給者数 

c  

計画作

成済み

人数 

d  
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d/c (%) 
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b のうち 
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ラン 
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6,346 3,507 283 850 55.3% 2,049 1,693 284 46 82.6% 
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